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はじめに

主要な変更点

2016年9月に「輸出入税に関する法律」の実施を指導する政令第134/2016/ND-CP号（以下「政令134」）が発効となりまし
た。この政令は税関当局や輸出入活動に携わる組織・個人に法的根拠を示していましたが、その施行から約5年が経過し、
不明確な規定や実務上の欠点が明らかになって参りました。

このような問題を解決するため、政府は2021年3月11日、政令134号を修正・補足する政令第18/2021/ND-CP号（以下「政
令18」）を公布しました。本政令は、2021年4月25日から正式に発効することになります。

政令18で定めた政令134からの変更は広範囲に及んでいますが、主な変更点は以下のとおりです。

1. みなし輸出入品に適用される関税率に関する規定の補足（第3条）

2. 再加工のための輸入品の免税要件の明確化（第10条）

3. 輸出製造のために輸入された後、外注先に引渡された材料の免税要件；特定のみなし輸出入品の免税要件に関する規定
の補足（第12条）

4. 投資優遇措置を享受しているプロジェクトの固定資産を構成する輸入品に対する免税要件の補足（第14条）

5. 輸出加工企業（EPE）に対する税関の検査・監督・関税の取扱いに関する条件についての規定の補足（第28a条）

6. マスターリストにおける免税輸入品の使用に対する税関当局の監督及びファイナリゼーションレポートに関する規定の
補足（第31a条）

7. 再輸出される輸入品に対する関税還付に関する規定の強化（第34条）
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1. みなし輸出入品に適用される関税率（第3条）

第1項：みなし輸出入品に対する輸出入関税率の適用は、本条

の第3項で補足、参照されています。

第3項：詳細は以下のとおりです。

• 非関税地区からのみなし輸出品は政令第122/2016/ND-CP
号および政令第57/2020/ND-CP号に規定された輸出関税率

が適用される。

• みなし輸入品（非関税地区からの輸入の場合を除く）は、

政令第125/2017/ND-CP号および政令第57/2020/ND-CP号に
規定された最恵国待遇輸入税率（MFN税率）が適用され

る。

• 非関税地区から国内市場への輸入品は、それぞれ具体的

なケースに応じ、MFN税率、FTA税率、または標準税率が
適用される。

2. 再加工のための輸入品の免税要件（第10条）

第1項、ポイントg：輸入した原材料から単に加工されたもの

であれば、その加工された製品は、海外へ輸出あるい
は国内へみなし輸出される際に輸出関税が免除されま

す。

第2項：再加工の場合の商品に対する免税要件に関する規定は

以下のとおりです。

• 当該企業が加工契約に署名し、加工の為の施設と設備の

所有権又は使用権を保持していること。

• 企業が加工契約、再加工契約、及びその添付書類を税関

当局に通知していること。

• 企業が規定されている期限内に再加工施設または再加工

契約を通知しなかった場合、関税における行政違反に関
する罰則のみが適用される。

第4項：加工のために輸入されたスクラップ、不良品、余剰の
原材料や消耗品の基準値（3％）に関する規定が撤廃

されます。

第5項：輸入税免除の申請書には、外国の組織または個人によ

るベトナム国内での商品の引き渡しを示す文面での指
定書/合意書のコピー文書が含まれている必要があり

ます。

主要な変更点
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3. 輸出製造のために輸入された後、外注先に引渡された材
料の免税要件；特定のみなし輸出入品の免税要件（第12
条）

第1項、ポイントđ: 輸出製造のために輸入された原材料であり、ベト

ナム国内で処分する事が許可され、実際に処分されたものは、
輸入関税が免除されます。

第2項: 詳細については以下のとおり規定されています。

• 輸出製造のために輸入されたが、加工の為にに引渡された材料の免
税の根拠（ポイントa、b）

• みなし輸出の場合の輸出業者の責任：輸出業者は、みなし輸出の際
の税関申告書（CD）の準備が完了した日から15日以内に、CDが準

備できた事を税関当局に通知しなければなりません。輸出業者が期
限内に通知できなかった場合、CDを再申告する必要があり、輸出製

造のために輸入された原材料に関して関税が課せられます。その場
合、輸出業者は、CDを準備して税関当局に通知することができれば、
支払った関税の還付を受けることが可能です。（ポイントe）

• みなし輸出品は、輸出関税が免除されません。（ポイントg）

• 加工形態の下でのみなし輸入品は一定の条件を満たせば、輸入関税
が免除されます。その他の形態の下でのみなし輸入品は輸入関税が
課せられ、海外又は非関税地区に輸出される際に還付を受けること
ができます。（ポイントh）

第3条：みなし輸出業者は、外国の組織または個人によるベトナム国
内での商品の引き渡しを示す文面での指定書/合意書のコピー
文書を提出する必要があります。

主要な変更点（続き）
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4. 投資優遇措置を享受しているプロジェクトの固定
資産を構成する輸入品に対する免税要件（第14
条）

第6項: 産業別、投資先別、投資資本の規模別など投資優遇措

置の享受対象を決定するための基準が明確になりまし
た。

5. 輸出加工企業（EPE）に対する税関の検査・監督・
関税の取扱いに関する条件（第28a条）

第28a条：以下のとおり補足されています。

• 税関検査・監督のためのEPEの必須条件

- ハードフェンスとゲートにより外側と区分され、商品の

配送はゲートからのみ行われること

- 監視カメラシステムがすべてのゲートやドア、保管場所

に常時設置されていること（休日を含む24時間体制）、
監視カメラシステムが管轄税関当局のシステムに直接接

続されており、撮影後のデータが少なくとも12ヶ月間保
存されていること

- 税関当局への報告のために、非課税商品の出入状況を管
理するソフトウェアを整備すること

• EPEまたは EPEプロジェクトの投資家に対する税関検査・監
督条件の適格性を検査・認証する手続は、以下の場合に実

施される事になります。

- 投資家が新規プロジェクトのための投資登録証明書を
申請する場合

- 投資家が拡張プロジェクトのための投資登録証明書の
発行または修正を申請する場合

- 非EPEからEPEへの変更を申請する場合

• 新規・拡張プロジェクトを行う企業は投資登録証明書、投

資登録修正証明書、または管轄機関が発行した投資登録証
明書の発行が不要である旨の文書にてEPEとして認められ

た時点（以下、「投資証明書付与時点」という）から、非
関税地区における取扱いを享受することができます。

• 投資証明書付与時点から政令第82/2018/ND-CP号および本
政令に規定されている税関の検査・監督条件を満たされた

旨の税関当局が発行した文書を受けるまでの期間に、非関
税地区に対する取扱いを享受できていない場合、当該企業

は該当期間における過払いの税金について税務管理規定に
基づく取扱いを受けることができます。

主要な変更点（続き）
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6. マスターリストにおける免税輸入品の使用に対す
る税関当局の監督及びファイナリゼーションレ
ポートに関する規定（第31a条）

第31a条：免税輸入品に関する報告及び検査について、以下

のとおり詳細の規定が追加されています。

• プロジェクト終了し全ての商品がベトナム国外に再輸出さ

れるまで、または、商品の使用目的が変更されたり、国内
で販売される事になるあるいは、廃棄される時まで、毎年

会計年度末から90日以内に、組織や個人は、免税輸入品の
マスタリストを提出し管轄税関当局に対して、その会計年

度における免税品の使用状況に関するファイナリゼーショ
ンレポートを提出しなければなりません。

• 5年間の輸入税の免税対象である原材料、部品（第15条よ
り）、医療機器の製造・組立のために輸入される原材料、

部品（第23条より）については、プロジェクトの稼動日か
ら5年以内に、免税品の使用状況に関する報告書を毎年提

出しなければなりません。この5年間が終了した後30日以
内に、未使用の免税輸入原材料、部品に対して税関申告と

納税を行う必要があります。

• 製造に使用するための輸入される原材料・部品の場合：製

造工程の完了日から30日以内に報告書を提出することにな
ります。報告書の提出日から60日以内に、税関当局は企業

の施設において、実際に検査を実施する事になります。

• 組立ラインや生産ラインを輸入する場合、登録された商品の
数量から順次差し引くことができず、複数回の出荷で別々に

輸入する必要があります：企業は完了した日から30日以内に、
報告書を提出しなければなりません。報告書の提出日から60

日以内に、税関当局は企業の施設で検査を実施します。本条
の第1項に定めるように、プロジェクトの投資者は毎年、完

成・設置後の製品の使用状況を通知しなければなりません。

7. 再輸出される輸入品に対する関税還付に関する規定
（第34条）

第1項、ポイントa: 輸入された商品が商品の所有者への返品、外
国への輸出、又は非関税地区内の使用による非関税地区

への輸出を含めた再輸出が行われる場合においては、関
税の還付を受けることが可能と規定されています。

主要な変更点（続き）
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